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■災害時の要支援者名簿作成率 98.9％ 
 

災害時における要支援者名簿作成が市町村に義務付けられ 5年が経過しています。 

総務省は 11 月 13 日、全国 1740 市町村の避難行動要支援者名簿作成状況等を調べ、作成率が

98.9%（1720市町村）に増えたことを明らかにしました。 

要支援者名簿に関する情報は、市町村で条例を定めることにより、本人の同意の有無にかかわ

らず、平常時から災害の発生に備え、地域の避難支援等関係者へ提供できることが規定されてい

ます。 

報告書によると、名簿作成率が 100％だった都道府県は 36 道府県で、作成率の最も低いのは

群馬県（88.6%）、次いで神奈川県（90.9%）、徳島県（91.7%）でした。 

なお、要支援者に「身体障害者」を挙げた市町村は 99.3%と最も多く、「要介護認定を受けてい

る者」98.8%が続き、支援が必要な障害者および要介護高齢者等の情報が集約・整備されている

こともわかりました。 

さらに、平常時における名簿情報の提供先に「民生委員」と挙げている自

治体は 92.2%、「消防本部・消防署等」が 79.1％でした。 

同省はこれらの結果を受け、同日付けで各都道府県に対し、未だ名簿が

作成されていない自治体に災害の発生に備えた名簿の速やかな作成を求め

る通知等を出しました。（参考：https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/191113_hinan_tyousa_1.pdf） 

 

■2020 年度診療報酬改定にむけて腎代替療法議論 
 

 2020年度診療報酬改定にむけ、10 月 9日に開かれた中央社会保険医療協議会（厚生労働省大

臣の諮問会議）において、透析療法や移植医療に関する議論が行われました。 

診療報酬とは、保険診療が行われたときに、医療保険から医療機関へ支払われる治療費のこと

をいいます。保険で受けられる医療範囲や価格が細かく定められ、例えば、透析の回数や時間、

検査項目やその回数、湿布薬の枚数などはこの診療報酬によってその範囲が決められています。 

 今回論点となったのは、▼新しい腎性貧血剤（飲み薬）の評価体系、▼腎移植を含む腎代替療

法選択肢に関する情報提供についての評価、▼腹膜透析患者が血液透析を併用している場合、他

施設で血液透析ができるよう要件等の見直し、▼経皮的シャント拡張術（ＰＴＡ）・血栓除去等

の評価の適正化、の 4点です。 

とりわけ腹膜透析と血液透析の併用においては、職場の都合で他施設で血液透析を行いたく

とも受け入れ施設が見つけにくい等という

声が寄せられていたことから、要件の緩和

が期待されます。また、ＰＴＡにおいては、

現在 3 か月に 1 回のみの算定制限があるた

め、シャントがつまりやすい患者から、Ｐ

ＴＡが受けにくいといった相談が寄せられ

ています。柔軟な要件への見直しとなるか

注目されます。 

現在、診療報酬全体の改定率をめぐる議

論が本格化しており、例年通りであれば、

年末までにその改定率が示された後、来年

1 月中旬に具体的な改定項目および点数が

明らかになる予定です。 
（参考：https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000557315.pdf）） 
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